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過去における企業から見た公的研究活動の評価 

 

金間 大介 （科学技術政策研究所） 

 

 

１．はじめに 

 近年、急速に産業界と大学・公的研究機関の結びつきは強くなった。これは、ほぼ全世界で見られる共通の現象で

ある。その原因の一つとして、日本では、大学等技術移転促進法（TLO法：1998年）や産学活力再生特別措置法（日

本版バイドール法：1999年）など、政策的な誘導に起因するという見方がある。この流れは、大学知的財産本部整備

事業（2003～2007年)の整備や、国立大学の法人化（2004年）等によってさらに加速されている。ただし、これは一側

面で、産学官連携の強化は、技術的あるいは社会経済的な背景によるもので、上述した施策はむしろこの流れを後

押しした、との見方もある。技術的・社会経済的な背景とはすなわち、製品やサービスにおける技術の高度複雑化と

それに伴う科学的知識の必要性の高まり、経済のグローバリゼーションによる国際競争の激化など様々な視点が挙げ

られている。 

 このように、急速に発展した産学官連携の評価は非常に難しく、様々な大規模調査の例はあるものの、その解釈や

分析、指標化などは、今なおアカデミックな研究対象の域を出ないと言ってもいい。これはある意味で当然のことで、

企業におけるR&Dの成果（価値）の評価も、古くから行われているものの、その価値はある程度のバラつきが見られる。

また、R&Dの価値は、研究分野や業種によっても大きく異なる。 

 本稿では、企業側から見た公的研究活動（Public research）の評価に焦点をあてる。ここでは、ある特定の調査結果

を深く分析するのではなく、日米欧で実施された大規模で類似した学術的調査を比較することで、それらの類似点や

差異点を明らかにし、日本の産学官連携の実態の一面をみると共に、今後の産学官連携への示唆を得ることを目的

とする。なお、ここでの産学官連携の「学官」とは、特に指摘のない限り、大学と公的研究機関を指すものとする。 

 

２．米国の公的研究活動の評価事例 

 本節では、Cohenらの研究結果に注目した[Cohen, Nelson and Walsh, 2002]。彼らは調査の中で、主に製造業に属

し、かつ研究開発活動を実施している企業の研究部門に対し、企業の研究活動に対する公的研究活動の情報源の

重要度を4段階で評価してもらうよう求めた。3000社以上のサンプルに対し、最終的に1267の研究部門から回答を得

ている。結果を図表1に示す。図表1には、当該調査でリストアップした10の公的研究活動からの情報源と、それらに対

して4段階中3あるいは4（ある程度重要、あるいはとても重要）を選択した回答者の割合を示している。 

 この結果より、企業が評価しているのは、学術論文、非公式な交流、学会や研究会、コンサルティングであることが

分かる。一方、特許やライセンス、研究者の派遣に対する評価は低くなっている1。 

なお、図表には示していないが、当該調査は産業分類別に集計を行っている。公的研究活動の成果がそのまま一

製品のコア技術となる可能性があるという意味において、医薬品産業は例外的に公的部門からのライセンスや特許の

重要度が高いと一般的に考えられているが、それでもなお、学術論文は、特許の1.5倍の評価を受けている。結果的

に、調査対象となった34の業種において、特許やライセンスの評価が学術論文、非公式な交流のそれを上回った業

種は一つも無かった。 

 

                                                  
1 Thursby らも米国とカナダをフィールドに同様の調査を行っている[Thursby and Thursby, 2001]。彼らの結果によると、公的研究

活動の成果をライセンシングするプロセスにおける重要な情報源として、企業と大学の研究者同士の交流が一番に挙げられてい

る。逆に、TLO のマーケティング活動や企業の知財スタッフによる大学内の訪問調査は、あまり評価されていない。 
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図表1 米国における企業の研究開発活動に対する公的研究活動の情報源の重要度[Cohen, etc. 2002] 

 

３．欧州の公的研究活動の評価事例 

 次に、欧州の産学官連携の評価として、Arundelらの研究に注目した[Arundel, Van de Paal and Soete, 1995]。やや

古いが、本調査は欧州における大規模な調査を基にしている。彼らはこの調査の中で、欧州において研究開発活動

を行う大企業に対し、公的研究活動の成果活用における情報源の重要度を、7段階で評価してもらっている。最終的

に、欧州における16の業種に属する640の部門から回答を得ている。結果を図表2に示す。 

 図表2で明らかなように、学術論文が最高の評価を得ている。次いで、非公式な交流、学会、雇用と続く。逆に、研

究者の派遣はあまり有効とされていなく、全業種で低い評価となっている。 

 なお、企業はこれら上位の情報源から有効な情報を受け取り、効果的に活用するためには、相当量の投資を行い、

ある程度以上の研究開発活動を保つ必要があるとする見方が強い（Salter、2001）。従って、当該調査の対象が全て

大企業であることが、この考えを後押ししている。 

 また、Arundelらは同じ調査の中で、公的研究活動のアウトプットの評価も行っている。結果を図表3に示す。最も評

価が高かったのは、高度専門知識で、次いで装置・器具と続く。ここで、装置・器具とは、主に最先端の知識による新

しい装置の設計・開発を指す。より製品に近いプロトタイプの評価は最も低くなっている。 
 

 

 

 

 

 
 

図表2 欧州における公的研究活動の成果活用のための情報源の重要度[Arundel, etc. 1995] 

 

 

 

 

 
 

図表3 欧州における公的研究活動のアウトプットの重要度[Arundel, etc. 1995] 

情報源/Information sources
「ある程度重要」あるいは
「とても重要」を選択した回
答者の割合（％）

学術論文/Publications and reports 41.2

非公式な交流/Informal interaction 35.6

学会や研究会/Meetings or Conferences 35.1

コンサルティング/Consulting 31.8

共同研究/Contract research 20.9

雇用/Recent hires 19.6

共同によるベンチャー創出/Cooperative
R&D/Joint ventures

17.9

特許/Patents 17.5

ライセンス/Licenses 9.5

研究者の派遣/Personnel exchange 5.8

情報源/Sources
7段階中5以上を選択し
た回答者の割合（％）

学術論文/Publications 58

非公式な交流/Informal contacts 52

学会/Conferences 44

雇用/Hiring 44

共同研究/Joint research 40

研究者の派遣/Temporary exchanges 14

アウトプットの種類/Form of output
7段階中5以上を選択し
た回答者の割合（％）

高度専門知識/Specialised knowledge 56

装置・器具開発/Instrumentation 35

基礎研究からの一般的知識/General
knowledge from basic research

32

プロトタイプ/Prototypes 19
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４．日本の公的研究活動の評価事例 

 科学技術政策研究所では、2005年に、研究開発活動および特許出願活動の活発な大企業50社（12業種）に対し、

アンケート調査を実施した[科学技術政策研究所、2005]。結果的に、41社324名の研究者・技術者から回答を得た。

これらの回答者は全て、当該企業に対し多大な貢献をした特許を発明した研究者・技術者という視点で、企業の知財

部門に選出してもらった。設問は、企業に対する直接的あるいは間接的な公的研究活動の貢献を、18の質問項目と

し、それぞれの項目が当該発明に対し貢献したかどうかを、「該当する」「多少該当する」「該当しない」の3択で選択し

てもらった。 

 本稿では、18の項目の中から本稿に関係すると思われる9項目を抽出し、図表4に示す。「該当する」「多少該当す

る」を合わせた肯定的な回答の割合が最も高かったのは共同研究の実施で、次いで公的部門とのディスカッション、

学術論文等が続く2。共同研究の実施は、「該当する」の割合が最も高く、企業内の研究開発に直接的に好影響を及

ぼした例が少なからず含まれることが推測される。一方、標準化活動や公共調達、特許などの技術移転は低い評価と

なった。特に、特許などの技術移転は、「該当する」と答えた回答者は324名中わずか10名で、18項目中でも最下位と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 
図表4 日本における公的研究活動の寄与度[科学技術政策研究所、2005] 

 

５．公的研究活動の評価結果のまとめと考察 

 これまで米国、欧州、日本の公的研究活動の評価に関する代表的な調査結果を紹介してきた。各々の調査は独立

しており、一概に比較検討を行うのは難しい。しかしながら、大局的に見てみると、いくつかの共通点・非共通点が存

在している。まずは、以下に各共通点についてまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表5 企業から見た公的研究活動の評価の日米欧の比較 

５－１．学術論文の意義 

 一見して、学術論文の評価が高い。特に、米国や欧州では、学術論文は研究開発を行う新たな知見の情報源とし

                                                  
2 野村総合研究所及び東京大学先端科学技術研究センターが実施したアンケート調査でも同様の結果が示されている（野村総

合研究所、2005）。当該調査では、研究開発活動を行っている企業および大学に対し、産学連携に対する様々な質問を行ってお

り、産学連携に対する大学の評価と企業の評価のギャップが浮き彫りになっている。 

公的部門からの寄与 該当する 多少該当する 合計

共同研究 21.0 36.4 57.4
ディスカッション 13.6 43.5 57.1
学術論文等 9.2 45.4 54.6
資金的援助 17.5 27.4 44.9
学協会等 8.6 34.6 43.2
企業から研究者の派遣 9.2 24.4 33.6
標準化活動 3.1 26.5 29.6
公共調達 6.2 15.4 21.6
特許などの技術移転 3.1 11.1 14.2

percentage (%)

高い あまり高くない・低い
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て、高い評価を得ている。 

ただし、これは本稿で取り上げた全ての調査結果に共通して言えることであるが、これらの評価結果は全て過去の

評価であり、現在の活動への評価ではない。学術論文は、研究成果が出てから執筆・出版に至るまで、通常早くでも

半年から数年はかかる。近年の極めて早いイノベーション・サイクルの中で、その時間がネックとなる可能性が指摘さ

れている。 

５－２．非公式な交流/ディスカッションの重要性 

 非公式な交流/ディスカッションも、いずれの調査においても高い評価を得ている。この「交流」や「ディスカッション」

という言葉はとても概念が広く、従って評価がある程度高くなるのは当然かもしれない。４章で紹介した調査の中で実

施したインタビューや、あるいはアンケートに書き込まれた自由記述には、非公式なディスカッションの利点の一例とし

て、失敗例の知識の獲得が挙げられている。論文や特許、学術発表などは総じて、成功例の紹介の場であるが、失

敗体験の知識の獲得は、時に企業の研究者にとって、大幅なコストダウンにつながることがある。 

５－３．特許などの技術移転―大企業と中小企業で異なる戦略を― 

 研究者の派遣と並んで評価が低いのが、特許などの技術移転である。特に日本では、その歴史が浅い分評価はさ

らに低い。ただし、1970年代からTLO（技術移転機関）の活動が活発化し、1980年にバイドール法が成立するなど、い

ち早く産学連携活動を盛り上げてきた米国の評価も低いことを考慮すると、公的部門と産業界との根本的な体質の違

いが影響していると考えるべきだろう。また、技術移転に対する評価は、特に大企業で低くなる傾向にある。３章で紹

介した欧州の調査結果に見られるように、一度公的部門で作成したプロトタイプや技術は、ある程度以上の規模のマ

ーケットの獲得を狙う企業側からすると、完成度が低く、結局使用が困難になる恐れがある。特に、継続的な研究開発

活動を維持している大企業は、高度な技術的知識を受容し、独自に知識化する能力があるため、プロトタイプなど製

品に近いモノよりも、高度な知識そのものを求める傾向にあるのだろう。 

 従って、大学のとり得るべき戦略の一つして、大企業と中小企業で、その対応を変えることだ。中小企業は、資金力

がない分、即戦力を必要とし、かつニッチなマーケットの獲得が主な狙いとなるため、大企業よりも技術移転に対する

要望は大きい。 

５－４．共同研究の役割の考察 

ここまでは、各調査の共通点についてまとめ、一部考察を行った。しかし、逆に異なる点も存在している。日本では

共同研究は高い評価を得ているものの、米国や欧州の事例ではさほどではないことが分かる。これには様々な解釈

の可能性があり、本発表内で討議したい。 
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